
道路運送法
（乗合旅客の運送） 
第二十一条 一般貸切旅客自動車運送事業者及び一般乗用旅客自動車運送事業者は、次に掲げる場合に限り、乗合旅客
の運送をすることができる。 
一 災害の場合その他緊急を要するとき。 
二 一般乗合旅客自動車運送事業者によることが困難な場合において、一時的な需要のために国土交通大臣の許可を受
けて地域及び期間を限定して行うとき。 

道路運送法２１条２号の許可
・ 一般乗合旅客自動車運送事業者によることが困難
・ 運行する期間が原則１年以下のもの
・ イベント客の輸送、鉄道の工事運休に伴う代替バス、実証運行等短期間に

  限定して実施され、かつ、期間の延長が予定されない運行
・ 自治体等からの要請

・期間を決めて実証運行を行う際に利用される。
→ ４条乗合を見据えた実証運行を行うことが望まれる。
→ 仮に１年の実証運行から本格運行に移行する前提であれば、

  半年程度後には本格運行の形態を考えなければならない。
   （４条許可の審査期間等を見据えることが必要）

地域の観点から
標準処理期間２ヶ月

※実証実験については、当初から１年以上の計画があり、地方公共団体からの要請が
 ある場合には、１年以上（３年程度）の期間も可能。
※実証実験を実施したものの、有益な実証実験データが得られない等の理由により

 再申請がなされた場合であって、地方公共団体からの要請がある場合には、
再度許可（通算３年程度）をすることとする。 

道路運送法21条に基づく乗合旅客の運送
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デマンドバス・デマンドタクシー※の実施にあたっては、地域公共交通会議において合意が調った後に、実際
の運行を担う事業者が一般乗合旅客自動車運送事業の区域運行の許可を受ける必要がある。

地域公共交通会議 （道路運送法施行規則第４条の２）

合 意
主な緩和事項

○区域運行等が可能に
○車両の乗車定員緩和（10人以下でも可）
○届出（軽微）運賃
○最低車両数の緩和
○標準処理期間の短縮（３ヶ月→２ヶ月）

区域運行の許可
（道路運送法第４条）

区域運行の許可
（道路運送法第４条）

白ナンバー緑ナンバー

（参考）地域のニーズに対応した運行形態の区分

デマンドバス

大型（１１人以上）
・交通空白地有償運送

・福祉有償運送

自家用有償旅客運送
区域運行

【主宰者】 市区町村（複数市区町村共同、都道府県も可）

【構成員】 住民又は旅客の代表、旅客自動車運送事業者又はその団体、地方運輸局長又は支局長、

労働組合（運転者が組織する団体）、 （必要に応じ）道路管理者、都道府県警察、学識経験者 等

【協議事項】 ・地域のニーズに即した乗合運送サービスの運行形態、サービス水準等について協議。
必要に応じて地域の交通計画を策定

・輸送の安全、旅客の利便の確保方策等を説明

デマンドバス・デマンドタクシー（区域運行）の実施に係る手続

※デマンド交通・・・需要に応じてルートや時間など柔軟な運行をおこなう形態

路線定期運行

路線不定期運行

デマンドタクシー
（乗合タクシー）

小型（１０人以下）


	参考資料⑦_道路運送法について（国交省資料抜粋）.pdf
	スライド 13
	スライド 15


